
栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付要領
　（趣旨）
第1条 　県が交付する栃木県介護人材確保対策事業費補助金（以下「補助金」という。）については、栃木県補助金等交付規則（昭和３６年栃木県規則第３３号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要領に定めるところによる。
　（交付の目的等）
第２条　補助金の名称及び目的は、次のとおりとし、予算の範囲内で交付する。
	補助金
の名称
	交付の
目的
	交付の対象である
事業の内容
	交付率
又は金額
	交付の
相手方

	栃木県介護人材確保対策事業費補助金
	介護人材の参入促進及び資質向上を図り、もって県内における介護人材の確保に資する。
	「栃木県介護人材確保対策事業実施要領」（令和６年４月１日付け高対第　　　　
号保健福祉部長通知）に基づき行う次に掲げる事業に要する経費
	
	

	
	
	１　介護に関する入門的研修事業
２　介護職員初任者研修実施事業
３　介護支援専門員研修受講費助成事業

４　介護人材キャリアパス支援事業
(1) スキルアップ研修

(2) サービス提供責任者研修
(3) 小規模事業所資質向上研修

(4) 試験対策講座

(5) 高齢者権利擁護推進研修
５　介護ロボット導入支援事業

６　ＩＣＴ導入支援事業
７　介護特定技能外国人定着支援事業

８　福祉系高校修学資金貸付事業
９　介護分野就職支援金貸付事業
	知事が別に定める基準により算定した額


	知事が適当と認める法人・団体、介護サービス事業者及び市町


　（交付の申請）
第３条　補助金の交付を受けようとする者が、規則第４条の規定により提出する書類は、次の表に定めるとおりとする。
	補助金
の名称
	提出すべき
申請書の名称
	様式
	部数
	申請書に添付すべき
書類の名称
	様式
	部数
	提出
期限
	

	栃木県介護人材確保対策事業費補助金
	栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付申請書
	別記様式第１
	１
	１　栃木県介護人材確保対策事業費補助金所要額調書
２　栃木県介護人材確保対策事業計画書

３　栃木県介護人材確保対策事業予算書

４　歳入・歳出予算（見込）書抄本
	別紙１
別紙２

別紙３

任意
	１
１
１

１
	知事が別に定める日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（補助条件）
第４条　規則第６条の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。
(1)　補助事業の内容変更（次条の軽微な変更を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けること。
(2)　補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。
(3)　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。
(4)　補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成し、これを事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておくこと。
(5)　補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上（事業者が地方公共団体以外の者の場合は３０万円以上）の機械及び器具については、知事が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、補助事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならないこと。
(6)　知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合においては、その収入の全部又は一部を県に納付させることがあること。
(7)　補助事業により取得し、又は効用が増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図ること。
(8)　補助事業を行う者が前各号の条件に違反した場合においては、補助金の全部又は一部を県に納付させることがあること。
(9)  補助事業と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けてはならないこと。
(10)  補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに知事に報告しなければならない。
なお、補助事業を実施する者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づく報告を行うこと。
また、知事は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部又は一部を県に納付させることがある。
　（軽微な変更）
第５条　前条第１号における軽微な変更とは、次に掲げる変更以外の変更とする。
(1)　事業を変更し、又は廃止すること。
(2)　事業主体を変更すること。
(3)　事業量の２０％を超えて変更すること。
　（変更の承認）
第６条　第４条第１号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合には、栃木県介護人材確保対策事業費補助金変更承認申請書（別記様式第２）に変更の内容及び理由を記載した書類を添付して知事に提出しなければならない。
　（実績報告）
第７条　規則第１３条の規定により提出する書類は、次の表に定めるとおりとする。
	補助金
の名称
	提出すべき
報告書の名称
	様式
	部

数
	報告書に添付すべき
書類の名称
	様式
	部数
	提出
期限

	栃木県介護人材確保対策事業費補助金
	栃木県介護人材確保対策事業費補助金実績報告書
	別記様式第３
	１
	１　栃木県介護人材確保対策事業費補助金精算書
２　栃木県介護人材確保対策事業実績報告書
３　栃木県介護人材確保対策事業決算書
４　歳入・歳出決算（見込）書抄本
	別紙４
別紙５

別紙６

任意
	１
１

１
１
	知事が別に定める日


　
（補助金の請求）
第８条　規則第１８条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。

	補助金の名称
	提出すべき
請求書の名称
	様式
	部数
	請求書に添付すべき
書類の名称
	部数
	提出期限

	栃木県介護人材確保対策事業費補助金
	栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付請求書
	別記様式第４
	１
	額の確定通知書の写し
	１
	知事が別に定める日


附　則
この要領は、平成27年度分の補助金から実施する。
附　則
この要領は、平成28年５月10日から適用する。
附　則
この要領は、平成28年10月18日から適用する。
附　則
この要領は、平成29年３月24日から適用する。
附　則
この要領は、平成31年３月29日から適用する。
附　則
この要領は、令和２年４月１日から適用する。
附　則
この要領は、令和３年３月31日から適用する。
「ＩＣＴ活用普及啓発事業費補助金交付要領」は廃止する。
附　則
この要領は、令和３年４月１日から適用する。
附　則
この要領は、令和３年６月９日から適用する。
附　則
この要領は、令和４年４月１日から適用する。
附　則
この要領は、令和５年４月１日から適用する。

附　則
この要領は、令和５年４月12日から適用する。

附　則
この要領は、令和６年４月１日から適用する。

別記様式第１
第　　　号
年　　月　　日
　栃木県知事　様
住　　所 

名　　称 

代表者名

年度栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付申請書
　　　　　年度における栃木県介護人材確保対策事業について、栃木県介護人材確保対策事業費補助金　　　　　円を交付されるよう、栃木県補助金等交付規則第４条の規定により、次の関係書類を添えて申請します。
関係書類
　１　栃木県介護人材確保対策事業費補助金所要額調書（別紙１）

２　栃木県介護人材確保対策事業計画書（別紙２）
３　栃木県介護人材確保対策事業予算書（別紙３）

　４　歳入・歳出予算(見込)書抄本
別記様式第２
第　　　号
年　　月　　日
　栃木県知事　様
住　　所 

名　　称 

代表者名 

年度栃木県介護人材確保対策事業費補助金変更承認申請書
年　　月　　日付け栃木県指令高対第　　　号で交付決定のあった栃木県介護人材確保対策事業費補助金について、栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付要領第６条の規定により変更を承認くださるよう、下記により申請します。
記
１　変更の内容
２　変更の理由
別記様式第３
第　　　　　号
年　　月　　日
　栃木県知事　様
住　　所 

名　　称 

代表者名 

年度栃木県介護人材確保対策事業費補助金実績報告書
年　　月　　日付け栃木県指令高対第　　号で交付の決定の通知があった栃木県介護人材確保対策事業費補助金について、栃木県補助金等交付規則第13条の規定により、その実績を次の関係書類を添えて報告します。
関係書類
１　栃木県介護人材確保対策事業費補助金精算書（別紙４）

２　栃木県介護人材確保対策事業実績報告書（別紙５）
３　栃木県介護人材確保対策事業決算書（別紙６）
４　歳入・歳出決算(見込)書抄本

別記様式第４
年度栃木県介護人材確保対策事業費補助金交付請求書
　　　金　　　　　　　　円
　　　　年　　月　　日付け栃木県指令高対第　　　号で額の確定の通知があった栃木県介護人材確保対策事業費補助金を上記のとおり交付されるよう栃木県補助金等交付規則第18条（又は第19条）の規定により請求します。
　　　　年　　月　　日
　栃木県知事  様
住　　所

名　　称
代表者名
関係書類
　　交付額確定通知書の写し
	取引銀行名
	口座番号
	名義（フリガナ）

	　　　

　　　　　　　銀行

　　　　　　　支店
	普通・当座

	


